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空港土木施設点検評価技士資格認定制度に関する規程 

 

第１章 総則 

（主旨） 

第１条 この規程は、「（一財）港湾空港総合技術センター」（以下「認定機関」という。）

が創設した「空港土木施設点検評価技士資格認定制度」（以下「資格認定制度」と

いう。）に関し必要な事項を定める。 

（目的） 

第２条 空港には、空港及び航空機の運航の安全性を確保するため、特有の施設が設

置されており、空港土木施設の点検・評価にあたっては、航空機の特性の把握はも

とより、空港特有の制限区域、制限表面、航空管制等について理解することが必要

となるため、土木施設の点検・評価技術に加え、空港に固有の専門的知識や技術が

求められる。本資格認定制度は、空港土木施設の点検・評価に優れた技術者を審査

の上、空港土木施設点検評価技士として資格認定することにより、空港土木施設の

適切な維持管理に貢献するとともに、空港土木施設の点検・評価に係わる人材の育

成と確保及び技術の伝承に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第３条 この規程で「空港土木施設点検評価技士」とは、空港土木施設の管理におけ

る保安上の基準に関する法規等の知識に加え、空港土木施設の異常の程度を適切に

点検・評価するための知識及び技術を有するとともに、点検・評価業務の管理及び

統括を行う能力を有する技術者をいう。 

２ この規程で「空港土木施設」とは、空港の範囲内にある航空機の離着陸に必要な

基本施設（滑走路、着陸帯、誘導路及びエプロン）及び空港機能を確保する上で必

要な土木施設をいう。 

３ この規程で「空港」とは、空港法の空港、共用空港の他自衛隊及び米軍用飛行場

並びに海外の空港・飛行場をいう。ただし、ヘリポートは含まないこととする。 

 

第２章 空港土木施設点検評価技士資格認定試験 

（資格認定試験の方法） 

第４条 空港土木施設点検評価技士の資格認定の審査は、空港土木施設点検評価技士

資格認定試験（以下「資格認定試験」という。）により行う。 
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２ 資格認定試験は、択一式試験及び記述式試験（掲載論文の評価も含む）により行

う。 

３ 択一式試験及び記述式試験の出題内容、課題等については、別に定める。 

（資格認定試験の実施） 

第５条 資格認定試験は公示の上実施する。 

２ 資格認定試験は原則として毎年度１回実施する。なお、試験の実施回数は変更す

ることができる。 

３ 試験地については、受験者数、その住所等を勘案して認定機関で定める。 

（受験手数料） 

第６条 資格認定試験受験者は、受験申し込みに際し認定機関に受験手数料を納付し

なければならない。なお、受験手数料は別に定める。 

（受験の資格） 

第７条 資格認定試験の受験資格者は、次の各号全てに該当する者とする。 

１）以下のいずれかの資格又は第 27 条に規定する「空港土木施設点検評価技士資格

認定制度運営委員会」（以下「運営委員会」という。）が認める資格を有する者。 

  ｲ １級土木施工管理技士又は２級土木施工管理技士 

  ﾛ １級建設機械施工技士又は２級建設機械施工技士 

  ﾊ 技術士（建設部門、統合技術監理部門（建設）） 

  ﾆ 測量士 

  ﾎ 土木学会が認定する 1級以上の技術者 

  ﾍ ＲＣＣＭ（港湾及び空港部門又は道路部門） 

  ﾄ １級舗装施工管理技術者又は２級舗装施工管理技術者 

２）「空港土木施設」の点検・評価に関して通算３か月以上の「実務経験」を有する

者。なお、実務経験には、下請けとしての経験及び空港工事の発注者の立場での監

督又は検査業務を含むものとする。 

（択一式試験の免除） 

第８条 択一式試験に合格し、記述式試験を受験しなかった者又は記述式試験に合格

しなかった者は、その翌年度に限り、択一式試験を免除する。 

（合格の基準） 

第９条 択一式試験及び記述式試験の両方の合格をもって、資格認定試験の合格とす
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る。 

２ 択一式試験及び記述式試験の合格基準については、以下のとおりとする。 

１）択一式試験は１００点満点換算で 70 点を標準とし、問題の難易度等を勘案し

て認定機関が定める。 

２）記述式試験は１００点満点換算で掲載論文を含む６０点を標準とし、問題の難

易度等を勘案して認定機関が定める。 

３ 前項の合格基準を定めるに当たっては、認定機関は運営委員会の意見を聞かなけ

ればならない。 

（資格認定試験結果の通知） 

第１０条 認定機関は資格認定試験の合否の結果を受験者に通知する。 

（受験における不正に対する措置） 

第１１条 認定機関は、資格認定試験において不正な手段を用いたことが判明した場

合、その者を不合格とする。また、不正発覚後２年間は、資格認定試験を受験でき

ないものとする。 

 

第３章 資格の認定及び登録 

（登録の申請） 

第１２条 空港土木施設点検評価技士の資格認定を受けようとする者は、資格認定試

験の合格通知受領の翌年度末までに認定機関に資格認定の登録申請を行わなけれ

ばならない。 

２ 第１項の期限内に資格認定の登録申請を行わない場合、合格の決定は無効とする。 

（資格の認定及び登録原簿） 

第１３条 認定機関は、資格認定の登録申請を受けた場合、申請者を「空港土木施設

点検評価技士登録原簿」（以下「登録原簿」という。）に登録し、本制度による空港

土木施設点検評価技士として資格認定する。 

２ 資格認定試験に合格しても資格認定の登録が終わらない場合は、本制度で認定す

る空港土木施設点検評価技士の名称を使用することはできない。 

３ 認定機関は、公表に同意した空港土木施設点検評価技士について、その氏名、登

録番号及び登録年度を空港土木施設点検評価技士資格認定者として公表する。 

４ 認定機関は、本人の同意なしに、空港土木施設点検評価技士の個人情報を他に漏

らしてはならない。 



 4 

（登録手数料） 

第１４条 登録を受けようとする者は、登録申請に際し認定機関に登録手数料を納付

しなければならない。なお、登録手数料は別に定める。 

（資格の有効期間） 

第１５条 資格の有効期間は、合格通知後の最初の４月１日から５年間とする。ただ

し、合格通知に有効期間の記載がある場合は記載の期間とする。 

（空港土木施設点検評価技士資格証） 

第１６条 認定機関は、登録された資格認定者に「空港土木施設点検評価技士資格証」

（以下「資格証」という。）を交付する。 

（資格証の変更及び再交付） 

第１７条 空港土木施設点検評価技士は、資格証の記載事項に変更が生じた場合、又

は資格証を紛失した場合には、認定機関にその理由を付して申請し、資格証の記載

事項の変更、又は再交付を受けなければならない。 

２ 資格証の記載事項の変更、又は再交付を行った場合、認定機関は登録原簿の該当

箇所の変更を行う。 

３ 資格証の記載事項の変更、又は再交付を受けようとするものは、その申請に際し

認定機関に手数料を納付しなければならない。なお、手数料は別に定める。 

（登録の抹消） 

第１８条 登録者が次の各号に該当するときは、認定機関は、当該登録者の登録を抹

消し、資格証を返納させるものとする。 

１）資格の有効期間が満了し、更新の申請を行わないとき。 

２）認定試験、資格更新、登録及び継続学習において、虚偽又は不正があったこと

が判明したとき。 

３）空港土木施設点検評価技士としてふさわしくない行為が判明したとき。 

４）登録者が死亡し、又は失踪の宣告を受けたとき。 

２ 認定機関は、前項２号又は３号の規定により登録を抹消する場合には、弁明の機

会の付与を行った後、運営委員会の意見を聞いて実施するものとする。 

３ １項２号又は３号に該当する者については、不正発覚後２年間は、資格認定試験

を受験できない。 

 

第４章 資格の更新 
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（更新の申請） 

第１９条 資格の更新を受けようとする者は、有効期間の満了日までに認定機関に資

格更新の申請を行わなければならない。 

（継続学習） 

第２０条 資格の更新を受けようとする者は、資格の有効期間内に所定の継続学習の

単位を取得しなければならない。なお、継続学習制度については別に定める。 

（資格の審査） 

第２１条 認定機関は、更新申請者が所定の継続学習の単位を取得していると認めら

れる場合、審査によりその認定資格を更新する。 

（資格更新の登録及び資格証の交付） 

第２２条 認定機関は認定資格を更新した場合、登録原簿に更新事項を登録するとと

もに、更新した資格証を交付する。 

（更新資格の有効期間） 

第２３条 更新資格の有効期間は、更新前の資格の有効期間満了後５年間とする。 

（更新手数料） 

第２４条 資格の更新を受けようとする者は、更新の申請に際し、認定機関に更新手

数料を納付しなければならない。なお、更新手数料は別に定める。 

（単位不足の救済） 

第２５条 資格の更新に必要な継続学習単位の取得が困難と見込まれる者は、資格の

有効期限内に空港土木施設の点検・評価の実務経験を有する場合に限り、記述式試

験に合格することにより、資格の更新を受けることができる。 

（資格失効者の救済） 

第２６条 第１８条１項１号により資格を失効した者は、資格を失効した翌年度に限

り、以下のいずれかの要件を満たす場合には、資格を回復することができる。ただ

し、資格を失効した者が資格回復の申請を行わなければならない。 

１）資格の有効期限内の５年間に空港土木施設の点検・評価の実務経験を有し、か

つ、当該年度の記述式試験に合格した場合。 

２）資格の有効期限内の５年間及び資格を失効した年度の更新申し込みまでの合算

した期間に、第２０条に規定する所定の継続学習の単位に達し、その後、空港土木

施設の点検・評価に関する技術報告書又は、空港土木施設の点検・評価に関する関

連技術報告書を提出し、その報告者が適切と判断された場合。 
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２ 資格を回復した者の当該資格の有効期限は、資格を回復した日以降の年度末まで

及び翌年度からの４年間とする。また、資格回復後の継続学習については、資格回

復後から新たに積算することとし、次回の資格更新に必要となる継続学習単位は、

資格回復後からの有効期限内に取得した単位を対象とする。 

 

第５章 委員会 

（空港土木施設点検評価技士資格認定制度運営委員会の設置） 

第２７条 認定機関の長は、資格認定制度を公正かつ適切に運営するため「空港土木

施設点検評価技士資格認定制度運営委員会」を設置する。なお、運営委員会の規則

については別に定める。 

（空港土木施設点検評価技士資格認定制度試験委員会の設置） 

第２８条 認定機関の長は、資格認定試験を公正に行うため「空港土木施設点検評価

技士資格認定制度試験委員会」（以下「試験委員会」という。）を設置する。なお、

試験委員会の規則については別に定める。 

 

第６章 その他 

（秘密の保持義務） 

第２９条 資格認定制度に関わる認定機関の役員及び職員、各委員会委員、幹事並び

に各委員会の出席者は資格認定制度に関して知り得た秘密事項を他に漏らしては

ならない。 

（不服の申し立て） 

第３０条 資格の認定、登録、更新等について不服ある者は、認定機関に申し立てを

することができる。認定機関は、不服の申し立てがあったときは、運営委員会の意

見を聞いて処理するものとする。 

（資料の保存期間） 

第３１条 資格認定制度に関する資料の保存期間は５年以上とし、認定機関が定める。 

（事務局） 

第３２条 資格認定制度の運営の事務局は、認定機関審査・認定部とする。 

 

附則 

 この規程は、平成２７年４月１３日から施行する。 


